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 (1) 許可申請手続きについて 

開発行為等により 1000m2以上の雨水浸透阻害行為を行う場合は、以下のフローにより許可申請が必

要になります。また、行為の内容や対象とする面積により市条例に基づく申請、法に基づく申請の両

方が必要となります。 

 参考までに、次頁に法、市条例、県条例も含めた許可申請フローを示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 許可申請手続きフロー 

 

都市計画法の開発許可等の

他法令による申請を確認

事前相談

開発面積行為等が
1,000㎡(0.1ha)以上

事前相談不要

雨水浸透阻害行為面積が
1,000㎡(0.1ha)以上

NoYes

雨水浸透阻害行為許可申請

許可

基準を満たすよう

再検討

工事の着手

工事の完了（廃止）

工事完了検査

雨水浸透貯留施設の標識設置
（越谷市）

施設規模（基準）の設定
(必要対策量、許容放流量)

①事前相談

都市計画法の開発許可等の

他法令による申請を確認

許可申請不要

法と条例の技術基準で定め

られる必要対策量、許容放

流量を比較選定

NoYes

No

Yes

②許可申請

③工事着手～

完了

都市計画法の開発許可等の

他法令による手続きがある

か確認

＜事業規模＞

0.1～1.0ha 越谷市条例

1.0ha～ 埼玉県条例

＜事業規模＞

0.05～0.1ha 越谷市条例

※上記申請が対象の場合、

法と条例両法申請が必要

雨水浸透貯留施設機能阻害行為
許可申請
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図-2 許可申請手続きフロー（市条例、県条例許可申請を含む）

　　※1　市条例の申請手続きが不要の場合でも、法の申請手続きが必要となる場合があります

　　※2　県条例の申請手続きが不要の場合には、市条例の申請手続きが必要となります

事前相談

開発面積行為等が
1,000㎡(0.1ha)以上

事前相談不要

雨水浸透阻害行為面積が
1,000㎡(0.1ha)以上

NoYes

雨水浸透阻害行為許可申請

許可

基準を満たすよう

再検討

工事の着手

工事の完了（廃止）

工事完了検査

雨水浸透貯留施設の標識設置
（越谷市）

施設規模（基準）の設定
(必要対策量、許容放流量)

①事前相談

都市計画法の開発許可等の

他法令による申請を確認

許可申請不要

法と条例の技術基準で定め

られる必要対策量、許容放

流量を比較選定

NoYes

No

Yes

②許可申請

③工事着手～

完了

都市計画法の開発許可等の

他法令による手続きがある

か確認

＜事業規模＞

0.05～0.1ha 越谷市条例

事業規模が
0.05～0.1ha

施設の設計条件の設定
(必要対策量、許容放流量)

越谷市 条例値

条例許可申請

事業規模が
0.1～1.0ha

施設の設計条件の設定
(必要対策量、許容放流量)

比較選定結果

条例許可申請

事業規模が
1.0ha～

施設の設計条件の設定
(必要対策量、許容放流量)

比較選定結果

条例許可申請

特定都市河川浸水被害対策法 申請手続き ※1 越谷市条例 申請手続き 埼玉県条例 申請手続き

埼玉県雨水流出抑制施設の
設置等に関する条例

許可申請・届出手引き参照

越谷市まちの整備に関す

る条例の技術基準参照

都市計画法の開発許可等の

他法令による申請を確認

＜事業規模＞

0.1～1.0ha 越谷市条例

1.0ha～ 埼玉県条例

※上記申請が対象の場合、

法と条例両法申請が必要

雨水浸透貯留施設機能阻害行為
許可申請

※2
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 (2) 必要書類一覧 

 事前相談から許可申請、工事完了までに必要な書類は下記のとおりです。 

 

表-1 必要書類一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種類 事前相談時 許可申請時 工事時 様式NO. 出典

〇 様式－1 ※1 計算シート（事前相談書）

○ ※ 様式－2 ※1 計算シート

○ ※ 様式－3 ※1 計算シート

○ 様式－4 ※1 計算シート（別記様式第二）

○ 様式－5 雨水浸透阻害行為に関する工事及び対策工事の計画説明書 ※1 計算シート（様式－1）

○ 様式－6 許可権者からの通知を複写

○ 様式－7 資料－1

○ 様式－8 資料－2

○ 様式－9 ※2 市細則（様式第５号）

○ 様式－10 ※2 市細則（様式第３号）

○ 様式－11 ※2 市細則（様式第４号）

○ 様式－12 ※3 法規測（別記様式第四）

○ 様式－13 ※3 法規測（別記様式第三）

○ 様式－14 ※2 市細則（様式第６号）

○ 様式－15 ※3 法規測（別記様式第六）

○ ※ 図面－1 省令第18条

○ ※ 図面－2 省令第18条

○ ※ 図面－3 省令第16条

○ ※ 図面－4 省令第16条

○ 図面－5 省令第16条

○ 図面－6 省令第16条

○ 図面－7 省令第16条

○ 図面－8

○ ※ その他資料－1

○ ※ その他資料－2

○ ※ その他資料－3

○ その他資料－4

○ その他資料－5

○ その他資料－6

○ その他資料－7

○ その他資料－8

※：事前相談時の提出資料と重複（許可申請提出不要）

※1 計算シート：雨水浸透阻害行為許可申請様式計算シート

※2 市細則：越谷市特定都市河川浸水被害対策法施行細則

※3 法規測：特定都市河川浸水被害対策法施行規則

書類名称

様式

雨水浸透阻害行為事前相談書

事前相談入力シート

事前相談チェックシート

雨水浸透阻害行為許可申請（協議）書

事前相談結果通知書

流出抑制施設諸元
（事前相談結果の対策量及び放流量に適合することを示す資料）
　→対策施設・放流量計算書、比浸透量計算書、流量ハイドログラフなど

雨水浸透阻害行為に関する工事完了届出書

雨水浸透阻害行為に関する工事の検査済証

維持管理計算書

雨水浸透阻害行為に関する工事着手届出書

雨水浸透阻害行為変更許可申請（協議）書

雨水浸透阻害行為変更届出書

雨水浸透阻害行為に関する工事廃止届出書

雨水貯留浸透施設施設機能阻害行為申請（協議）書

図面

行為区域位置図

行為区域区域図

現況地形図：現況平面図・求積図（行為前）

土地利用計画図：土地利用計画図・求積図（行為後）

排水施設計画平面図

対策工事に関わる雨水貯留浸透施設の位置図

対策工事に係わる雨水貯留浸透施設の計画図
　①雨水貯留浸透施設の形状（平面図、縦断図、横断図により示す）
　②雨水貯留浸透施設の構造の詳細図（流入口、放流口の構造を示す）

標識関係資料（許可権者と協議により作成）

その他
必要資料

土地の登記事項を示す書類
（全部事項証明書の写し、その他土地利用区分を証明する書類）

公図の写し

現況土地利用を説明する資料
　・現況写真、過去の航空写真、課税状況、農業委員会意見など
　・写真撮影位置図添付（特に既存宅地控除がある場合は必須）

その他必要な資料（放流量協議簿）

その他必要な資料（委任状等）

その他対策工事の計画を説明する資料
　・放流量協議簿、二次製品カタログ、地下水位の状況
　・現地浸透試験結果（対策工事に浸透施設を含む場合）
　・ポンプ仕様書（ポンプを使用する場合）

事業概要説明書、事業概要図

工事工程表
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 (3) 事前相談 

  1) 事前相談手続き 
 事前相談の手続きは、以下のフローのとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 事前相談手続きフロー 

事前相談

開発面積行為等が
1,000㎡(0.1ha)以上

事前相談不要

雨水浸透阻害行為面積が
1,000㎡(0.1ha)以上

NoYes

雨水浸透阻害行為許可申請

許可

基準を満たすように

再検討

工事の着手

工事の完了（廃止）

工事完了検査

雨水浸透貯留施設の標識設置
（越谷市）

施設規模（基準）の設定
(必要対策量、許容放流量)

①事前相談

都市計画法の開発許可等の

他法令による申請を確認

許可申請不要

法と条例の技術基準で定め

られる必要対策量、許容放

流量を比較選定

NoYes

No

Yes

②許可申請

③工事着手～

完了

＜事業規模＞

0.05～0.1ha 越谷市条例

都市計画法の開発許可等の

他法令による申請を確認

＜事業規模＞

0.1～1.0ha 越谷市条例

1.0ha～ 埼玉県条例

※上記申請が対象の場合、

法と条例両法申請が必要

雨水浸透貯留施設機能阻害行為
許可申請
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  2) 事前相談に必要な資料 
 事前相談に必要な資料は以下のとおりです。当該資料をもとに、雨水浸透阻害行為の許可の要否を

判断します。 

表-2 事前相談に必要な資料一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【様式関係】

様式NO. 名称

様式－1  雨水浸透阻害行為事前相談書

様式－2 事前相談入力シート

様式－3 事前相談チェックシート

【図面関係】

様式NO.

図面-1

図面-2

図面-3

図面-4

【その他資料関係】

様式NO. 書類名称

その他資料－1 土地の登記事項を示す書類

その他資料－2 公図の写し

その他資料－3 現況土地利用を証明する資料

その他資料－4 その他必要な資料（放流量協議簿）

名称

行為区域位置図

行為区域区域図

現況地形図：現況平面図・求積図(行為前)

縮尺

1/50,000以上

1/2,500以上

1/2,500以上

土地利用計画図：土地利用計画図・求積図(行為後)

・現況写真、過去の航空写真、課税状況、農業委員会意見など

・写真撮影位置図（特に既存宅地控除がある場合は必須

備考

・登記事項証明書の写し

1/2,500以上
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事前相談書（様式－1） 
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 ・行為区域位置図の例 

  行為区域位置図は、縮尺 5 万分の 1 以上とし、行為区域の位置を表示した地形図でなければなら

ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・行為区域区域図の例 

  行為区域区域図は、縮尺 2500 分の 1 以上とし、行為区域の区域並びにその区域を明らかに表示

する必要な範囲において都道府県界、市町村界、市町村の区域内の町または字の境界並びに土地の

地番及び形状を表示したものでなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行為区域位置図（図面－1） 

行為区域区域図（図面－2） 
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事前相談入力シート（様式－2） 

集水区域が雨水浸透阻害行為区域の範囲を超えるときは、 

当該超える区域を法 30 条の対策とする面積とする。 
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事前相談入力チェックシート（様式－3） 

①法第 30 条の対策の対象と

する面積が表示されます。 

（事前相談入力シート面積） 

②都市計画法に基づく 

開発区域面積を入力 

してください。 

④雨水浸透阻害行為を行う

エリア（埼玉県南部・北

部）を選択してください。 

③開発区域面積から控除面積を

除いた面積が計算されます。 

⑥「調整池深さ」は設計水位から実

際に設置する放流口（底部）まで

の深さを記入してください。 

  複数施設の場合における水深

は、平均（底面積加重平均が望ま

しい）としてください。 

  浸透施設の場合は設計水頭を

入力してください。 

⑧許容比流量・放流量について、

一次放流先との協議等により定

める場合は入力してください。 

必要対策量の概算

⑤農地転用など都市計画法

に基づかない雨水浸透阻

害行為については、チェ

ックを入れてください。 

⑦他法令等の基準確認・

許可権者と調整し、 

 ・対策基準 

 ・控除面積 

 ・許容比流量 

 ・許容放流量 

 を入力してください。 

⑨「必要対策量の概算」をクリッ

クすると法第 30 条の必要対策

量と他法令の対策量を比較し

大きな対策量が表示されます。 

⑩「必要対策量の概算」をクリッ

クすると法第 30 条と他法令の

許容放流量を比較し、小さな許

容放流量が表示されます。 
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  3) 雨水浸透阻害行為 
 流出雨水量を増大させ、雨水の浸透を妨げるおそれのある「雨水浸透阻害行為」とは、雨水が流出

しにくい山地、林地、耕地、及びローラー等の建設機械を用いて締め固められていない土地など、宅

地等以外の土地において行われる、以下の(1)～(3)に該当する行為です。その規模が 1,000 ㎡（0.1ha）

以上の行為については、法第 30 条の規定により許可が必要となります。 

 

  (1)宅地等にするために行う土地の形質の変更 

  (2)土地の舗装(コンクリート等の不浸透性の材料で土地を覆うことをいい、(1)に該当するもの 

    を除く。なお、地すべり防止工事及び急傾斜地崩壊防止工事等においては、地表面を全面的 

    にコンクリート等で覆うものが対象となる。) 

    (3)(1)及び(2)のほか、土地からの流出雨水量(地下に浸透しないで他の土地へ流出する雨水の 

    量をいう。以下同じ。)を増加させるおそれのある次の行為 

    ①ゴルフ場、運動場その他これらに類する施設(雨水を排除するための排水施設を伴うもの 

     に限る。)を新設し、又は増設する行為 

    ②ローラーその他これに類する建設機械を用いて土地を締め固める行為(既に締め固められ 

     ている土地で行われる行為を除く。) 

 

（１）「宅地等以外の土地」を、宅地等にするために行う土地の形質の変更 

 

 

 

 

 

（２）土地の舗装（不浸透性の材料で覆うこと） 

 

 

 

 

 

（３）-① 「宅地等以外の土地」を「運動場」に変更 

 

 

 

 

（３）-② ローラー等により土地を締め固める行為 
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 なお、「宅地等」とは、法第 2 条第 9 項及び特定都市河川浸水被害対策法施行令(平成 16 年政令第

168 号)(以下、「政令」という。)第 1 条第 1 項に規定される、利用形態が、宅地、池沼、水路、ため

池、道路、鉄道路線及び飛行場となっている土地です。 

 雨水浸透阻害行為に該当するか否かの判別は、下表を参考にしてください。 

 

表-3 雨水浸透阻害行為の許可の要否一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

宅地
池沼・水路

・ため池
道路

鉄道

線路
飛行機

コンクリー

ト

(法面除く)

コンクリー

ト

(法面)

ゴルフ場、

運動場類※2

締め固めら

れた土地
山地

人工植生

法面

林地・耕地

原野類

宅地

池沼・水路

・ため池

道路

鉄道線路

飛行機

コンクリート

(法面除く)

コンクリート

(法面)

ゴルフ場、

運動場類※2

令第8条第1号

に該当しない

締め固められ

た土地

山地

人工植生

法面

林地・耕地

原野類

※1：告示は、流出雨水量の最大値を算定する際に用いる土地利用形態ごとの流出係数を定める告示(平成16年国土交通省告示第521号)。

　　 令は、特定都市河川浸水被害対策法施行令

※2：雨水を排除するための排水施設を伴うものに限る

許可の対象となる雨水浸透阻害行為

行

為

後

の

土

地

利

用

宅地等における行為は

法第30条各号に規定する

雨水浸透阻害行為に該当しない

令第7条第2号の

規定により舗装された

土地における行為は

許可を要しない

該当

(法第30条第1号)

該当

(法第30条第2号)

(コンクリート等の不透水性の材料で土地を覆うこと)

該当

(令第8条第1号)

令第8条第2号除外規定に

より該当しない

該当

(令第8条第2号)

法第30条各号に規定する雨水浸透阻害行為に該当しない

告示別表4

(別表1～3以外の土地)

告示別表3

(土地からの流出雨水量を

増加させるおそれのある

行為に係る土地)

告示別表2

(舗装された土地)

告示別表1

(宅地等)

行為前の土地利用
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  4) 土地利用と面積の集計 
 以下のステップ 1～3 を参考に、雨水浸透阻害行為の当該面積を算出し、許可申請の要否を判断しま

す。以降に示す例を参考にして、対象の事業に合わせて算定してください。また、土地利用の内容を

確認するため、登記事項証明書（等）、公図（等）、現地写真などの資料を提供してください。 

 

 ◆STEP1：現況（行為前）の土地利用区分の判定 

  現況の土地利用（開発行為前）を判別します。 

  行為区域及び周辺区域の現況がわかるように表示し、土地利用を判別してください。 

   

  現況地形図 

 

 

 

 

 

 

図-4 現況地形図 

  

林地 

林地 

宅地 

山地 
事業エリア 

0.8ha 

舗装道路 
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 ◆STEP2：現況と計画（行為前後）の土地利用区分の判定と面積の集計 

  現況と計画の土地利用（開発行為の前後）の区分と面積を各々判別し、集計します。 

 

 ・現況土地利用図（行為前）【図面－3】 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 現況土地利用図（行為前） 

 

 ・計画土地利用図（行為後）【図面－4】 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 計画土地利用図（行為後）  

宅地
道路

（法面を有しない
ものに限る。）

1 0.08 - - - 0.08

2 - 0.10 - - 0.10

3 - - - 0.24 0.24

4 - - - 0.14 0.14

5 - - 0.24 - 0.24

計 0.08 0.10 0.24 0.38 0.80

NO.

宅地等

山地 林地 計

(単位：ha）

宅地
道路

（法面を有しない
ものに限る。）

1 0.08 - - - 0.08

2 - 0.10 - - 0.10

3 - - - 0.24 0.24

4 - - 0.14 - 0.14

5 0.24 - - - 0.24

計 0.32 0.10 0.14 0.24 0.80

(単位：ha）

NO.

宅地等 ローラーその他こ
れに類する建設機
械を用いて締め固

められた土地

運動場その他これに
類する施設

（雨水を排除するた
めの排水施設を伴う

ものに限る）

計
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 ◆STEP3：行為前後の土地利用面積の集計 

  「雨水浸透阻害行為許可申請様式計算シート」（事前相談入力シート）において、①、②行為前後

の土地利用区分ごとの面積を入力し、③入力データの整合チェックが OK になっていることを確認し

ます。 

  面積の集計結果は、「様式－2」として提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

  

【中川・綾瀬川（埼玉県版）】調整池容量計算システム 

①行為前の面積を入力 

②行為後の面積を入力 

③入力データの整合性を確認 

様式－2 
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  5) 必要対策量・許容放流量の設定 
 ・設定フロー 

 雨水貯留浸透施設の規模（必要対策量、許容放流量）の設定については、以下のフローに示すよう

に、特定都市河川法第 30 条と市、県の条例の技術基準に基づく必要対策量および許容放流量を比較

し、必要対策量はいずれか大きい方を、許容放流量はいずれか小さい方を選定します。 

 なお、比較対象となる条例については、開発面積に応じて 0.1～1.0ha では越谷市条例、1.0ha～で

は埼玉県条例により規定されている基準が対象となります。 

 特定都市河川法に基づく必要対策量および許容放流量の算出、比較選定については「計算シート」

により行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 必要対策量・許容放流量の選定 

必要対策量・許容放流量の比較設定

（特定都市河川法・条例）

特定都市河川法 第30条に従った

雨水貯留施設の必要対策量・許容放流量の算出

①行為前後の土地利用変化を整理

②行為全体の面積と土地利用地目別面積内訳整理

③現地特性を十分考慮した調整池の水深の設定

必要対策量・許容放流量を算出

市条例

対策量・許容放流量

(0.1～1.0ha)

県条例

対策量・許容放流量

(1.0ha～)

必要対策量 許容放流量

特定都市河川法
「計算シート」で算出

条例

規定値

特定都市河川法
「計算シート」で算出

条例

規定値

いずれか大きい方 いずれか小さい方

・対策工事の内容(貯留施設、浸透施設、貯留浸透
施設) と施設規模の検討
・条例に基づく雨水流出抑制対策を兼ねる施設の
場合は、条例の技術基準に基づき対象施設を設計
することができます。

特定都市河川法と条例のいずれかに対応する

施設諸元の検討・手続きが必要となる

特定都市河川法30条の提出書類 条例の提出書類

雨
水
浸
透
阻
害
行
為
許
可
申
請
様
式
計
算
シ
ー
ト
で
整
理
・
計
算
・
作
成

「計算シート」事前相談チェックシート

特定都市河川法に基づく

施設諸元の検討

条例の技術基準に基づく

施設諸元の検討

※法と条例ともに対象と

なる場合、両方の手続

きが必要となります。
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 ・必要対策量・許容放流量の比較設定 

 必要対策量、許容放流量の比較設定は、「計算シート」（事前相談チェックシート）で行います。 

 特定都市河川法に基づく計算を行うために、①調整池深さを入力します。次に、越谷市条例、埼玉

県条例で規定されている②対策量、許容比流量（補足資料①参照）を入力し、③必要対策量の概算を

クリックします。 

 これにより、申請別の対応（法、市条例、県条例）の要否が判別され、④対策量はいずれか大きな

方が表示され、⑤許容放流量はいずれか小さい方が表示されます。 

 これらの値を、施設諸元の検討で用いることになります。 

 「計算シート」（事前相談チェックシート）は「様式－3」として提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式－3 

①調整池深さを入力 

②対策量、許容比流量を入力 

特定都市河川法→ 

市条例→ 

県条例→ 

④法と市条例どちらか大き

な対策量が表示される 

⑤法と市条例どちらか小さな

許容比流量が表示される 

必要対策量の概算 
③「必要対策量の概算」をクリック 

既存住宅地等、許可の必要

がない控除面積を記入する 

道路後退などにより

帰属する面積を入力 

水深が浅いほど対策

量は大きくなる傾向

があります。 

（特に、水深が0.5m以

下の場合は対策量の

増加が著しい） 

【中川・綾瀬川（埼玉県版）】調整池容量計算システム 
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補足資料① 埼玉県、越谷市の対策基準および許容比流量（規定値） 

 

表-4 越谷市の対策基準と許容比流量 

項目 諸元 出典 

対策基準 500m3/ha 越谷市まちの整備に関する条例 

許容比流量 0.050m3/s/ha 越谷市まちの整備に関する条例施行規則（技術基準） 

 

表-5 埼玉県の対策基準と許容比流量 

項目 諸元 出典 

対策基準 950m3/ha 埼玉県雨水流出抑制施設の設置等に関する条例 

許可申請手引き 許容比流量 0.050m3/s/ha を上限とする 

 

 

 

補足資料② 事業規模に応じた対策量等の比較対象 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1.0ha 

条例 法 

埼玉県 

開発面積 雨水浸透阻害行為面積 

対象外 0.05ha 

1.0ha 

0.1ha 

0ha 

越谷市 

対象外 

0ha 

越谷市 

越谷市 

：許可申請の届出窓口 

埼玉県条例と特定都市河川法の

対策量の比較が必要です。 

越谷市条例と特定都市河川法の

対策量の比較が必要です。 
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 (4) 許可申請 

  1) 許可申請手続き 
 事前相談において法第 30 条の許可手続きが必要とされた場合、以下のフローにより許可申請を行

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 許可申請手続きフロー 

事前相談

開発面積行為等が
1,000㎡(0.1ha)以上

事前相談不要

雨水浸透阻害行為面積が
1,000㎡(0.1ha)以上

NoYes

雨水浸透阻害行為許可申請

許可

工事の着手

工事の完了（廃止）

工事完了検査

雨水浸透貯留施設の標識設置
（越谷市）

施設規模（基準）の設定
(必要対策量、許容放流量)

①事前相談

都市計画法の開発許可等の

他法令による申請を確認

許可申請不要

法と条例の技術基準で定め

られる必要対策量、許容放

流量を比較選定

NoYes

No

Yes

②許可申請

③工事着手～

完了

＜事業規模＞

0.05～0.1ha 越谷市条例

基準を満たすように

再検討

都市計画法の開発許可等の

他法令による申請を確認

＜事業規模＞

0.1～1.0ha 越谷市条例

1.0ha～ 埼玉県条例

※上記申請が対象の場合、

法と条例両法申請が必要

雨水浸透貯留施設機能阻害行為
許可申請
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  2) 許可申請に必要な書類 
 法第 30 条の許可手続きにあたっては、表-6 に示された資料を作成し、提出してください。許可申

請では、雨水浸透阻害行為による流出雨水量の増加を抑制するための対策工事(以下、「対策工事」)の

計画が、技術的基準に適合したものであるかどうか等の審査を行います。 

 なお、条例に基づく雨水流出抑制対策を兼ねる施設を計画する場合、雨水流出抑制量が大きい方、

許容放流量の小さい方の対策を講じるものとし、条例の技術基準に基づき、対策施設を設計すること

ができるものとします。 

条例の技術基準によらない場合（法の技術的基準を適用する場合）は、「【中川・綾瀬川流域（埼玉

県版）】調整池容量計算システム（計算シート）」を用いて「流出抑制施設諸元」を算出してください。 

 

表-6 許可申請に必要な資料一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【様式関係】

様式NO.

様式－2

様式－3

様式－4

様式－5

様式－6

様式－7

様式－8

【図面関係】

様式NO.

図面-1

図面-2

図面-3

図面-4

図面-5

図面-6

図面-7①

図面-7②

図面-8

【その他資料関係】

様式NO.

資料-1

資料-2

資料-3

資料-5

資料-6

資料-7

資料-8

※：事前相談時に提出済みの書類

工事工程表

その他対策工事の計画を説明する資料

その他必要な資料

備考

・必要に応じて、放流量協議簿、二次製品カタログ、地下水位の状況、

　現地透水試験結果、ポンプ仕様などの資料の添付

・必要に応じて、委任状、印鑑証明書を添付する

土地の登記事項を示す書類(全部事項証明書の写し)　※

 公図の写し　※

現況土地利用を説明する資料　※

事業概要説明書・事業概要図

（建築物が複数の場合）

（平面図、立面図、縦断図、横断図）

書類名称

排水施設計画平面図

対策工事にかかわる雨水貯留浸透施設の位置図

対策工事にかかわる雨水貯留浸透施設の計画図（形状）

対策工事にかかわる雨水貯留浸透施設の計画図(詳細図)

標識関係資料

現況地形図：現況平面図・求積図（行為前）　※

土地利用計画図：土地利用計画図・求積図（行為後）　※

名称

行為区域位置図　※

行為区域区域図　※

流出抑制施設諸元

維持管理計画書

名称

事前相談入力シート　※

事前相談チェックシート　※

雨水浸透阻害行為許可申請（協議）書

計画説明書

事前相談結果通知書

縮尺

1/50,000以上

1/2,500以上

1/2,500以上

1/2,500以上

1/2,500以上

1/2,500以上

1/2,500以上

1/500以上
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様式－4 

雨水浸透阻害行為許可申請（協議）書（様式－4） 
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様式－5 

計画説明書（様式－5） 
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 排水施設計画平面図には以下の項目を明示してください。 

 ・排水施設の位置 

 ・排水系統 

 ・吐口の位置及び放流先の名称 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 対策工事の位置図には以下の項目を明示してください。 

 ・対策工事の計画位置（貯留施設）又は計画区域（浸透施設） 

 ・集水区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図面－5 

図面－6 

排水施設計画平面図（図面－5） 

対策工事の位置図（図面－6） 
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 雨水貯留浸透施設の形状（1/2500） 

 ・平面図、縦断図及び横断図により示してください。 

 雨水貯留浸透施設の構造の詳細（1/500） 

 ・流入口及び放流口の構造を含むもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 施設の容量や浸透能力、放流量の算出根拠となる計算書等を添付してください。 

 ※計算シートを用いる場合は、ユーザーズマニュアルや通常の許可事務審査マニュアル等を確認く

ださい。 

 

 

 

 

 

 

  

図面－7 

対策工事の計画図（図面－7） 

流出抑制施設諸元（様式－7） 
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  3) 技術基準への適合検証（貯留施設の場合） 
以下のステップ 1～4 を参考に、貯留施設の貯留量・ピーク放流量の判定を行い、施設諸元の妥当性 

を確認します。計算シートは、「【中川・綾瀬川流域（埼玉県版）調整池容量計算システム（自然調節

＋浸透）」（以降、貯留計算シート）を使用してください。計算例の想定は以下とします。 

 

  ・現況土地利用（行為前） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 現況土地利用（行為前） 

図-10 計画土地利用（行為前） 

 

 

  ・計画土地利用（行為後）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-11 計画土地利用（行為後） 

 

  ・貯留施設（運動場、駐車場） 

 

 

 

 

 

 

 

図-12 貯留施設の横断図、平面図（運動場） 

貯留施設 
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 ◆STEP1：貯留施設の施設諸元の入力 

入力した貯留施設の施設諸元は、「様式－7」として提出してください。 

①調整池の放流口形状、直径、管底位置（池底から）、②調整池の水深と貯留量の関係を入力しま

す。なお、放流口の直径については、「事前相談チェックシート」（P.16）において選定されたオリ

フィス径の値のうち、法と市条例で小さい方の値※を入力してください。 

  ※直径が 50mm 以下の場合は、最小直径の 50mm を入力してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

様式－7 

①調整池放流口の形状選択、直径、

管底位置を入力 

※放流口の直径は、「事前相談チェックシート」

で算出された法・市条例によるオリフィス径

のうち、小さい方の値を入力 

②調整池の水位と貯留量の関係を

入力。必要対策量に対応する水位

が調整池の HWL となる 

【中川・綾瀬川（埼玉県版）】調整池容量計算システム 
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 ◆STEP2：必要対策量の概算 

  「貯留計算シート」（コントロールシート(貯留＋浸透)）における（1）浸透施設の計算で①浸透 

施設なしを選択し、②浸透施設の計算をクリックします。浸透施設は考慮しないため、事前に入力 

しておくシートはありません。 

  （2）浸透施設を見込んだ貯留容量において、③浸透施設を見込んだ貯留施設容量の算定をクリッ 

クすると、④必要貯留施設容量が概算されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浸透施設は考慮しないため、事前入力不要 

（1） （2） 

①「浸透施設なし」を選択 

浸透施設の計算 

①「浸透施設の計算」をクリック 

浸透施設を見込んだ 

貯留施設容量の算定 

③「浸透施設を見込んだ貯留施設

容量の算定」をクリック 

④必要貯留施設容量が表示される 

【中川・綾瀬川（埼玉県版）】調整池容量計算システム 
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 ◆STEP3：施設規模の妥当性確認 

  「貯留計算シート」（コントロールシート(貯留＋浸透)）におけるオリフィス(1 段)による自然調 

節計算で①自然調節計算（1 段オリフィス）をクリックすると、②貯留量とピーク放流量の判定結 

果が表示されます。 

  それぞれの判定結果が O.K.であれば、施設規模は妥当となります。また、判定結果が N.G.となっ 

た場合は、ステップ 1 の「流出抑制施設諸元」（P.25）に戻り、諸元の再設定を行ってください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②ピーク時のオリフィス放流量

が許容放流量を下回り、貯留

量、ピーク放流量の判定が共

にO.K.となることを確認する 

自然調節計算 

（1 段オリフィス） 

①「自然調節計算（1 段オリフィス）」をクリック 

【中川・綾瀬川（埼玉県版）】調整池容量計算システム 
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◆STEP4：流量ハイドログラフの出力 

  ステップ 1～3 の計算結果は、「貯留計算シート」（調節計算結果）において流量ハイ 

ドログラフとして以下のように表示されます。 

  表示された流量ハイドログラフは、「様式－7」として提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

様式－7 

「調節後放流量」が「許容放流量」

を超えていないことを確認 

【中川・綾瀬川（埼玉県版）】調整池容量計算システム 
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  4) 技術基準への適合検証（浸透施設の場合） 
 以下のステップ 1～6 を参考に、浸透施設のピーク流入量の判定を行い、施設諸元の妥当性を確認し

ます。計算シートは、「【中川・綾瀬川（埼玉県版）】調整池容量計算システム（浸透のみ）」（以降、浸

透計算シート）を使用してください。 

計算例の想定は以下とします（8 戸の分譲住宅の開発を想定）。これにともなう事前相談での土地利

用の面積集計、必要対策量・許容放流量の選定についてもステップ 1、2 で示します。 

 

・現況土地利用（行為前） 

  林地 0.8ha 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-13 現況土地利用（行為前）  

 

・計画土地利用（行為後） 

  宅地 0.32ha（8 戸）、庭（人工的な法面）0.46ha（8 戸）、道路 0.02ha 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図-14 計画土地利用（行為後） 

・浸透ます 
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 ・浸透トレンチ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ◆STEP1：行為前後の土地利用面積の集計 

  「浸透計算シート」（事前相談入力シート）において、①、②行為前後の土地利用区分ごとの面積

を入力し、③入力データの整合チェックが OK になっていることを確認します。 

集計結果は「様式－2」として提出してください。 

 

 

  

①行為前の面積を入力 

②行為後の面積を入力 

③入力データの整合性を確認 

様式－2 【中川・綾瀬川（埼玉県版）】調整池容量計算システム 
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 ◆STEP2：必要対策量・許容放流量の選定 

 必要対策量、許容放流量の比較選定は、「浸透計算シート」（事前相談チェックシート）で行います。 

 特定都市河川法に基づく計算を行うために、①調整池深さを入力します。次に、越谷市条例、埼玉

県条例で規定されている②対策量、許容比流量を入力し、③必要対策量の概算をクリックします。 

 これにより、申請別の対応（法、市条例、県条例）の要否が判別され、④対策量はいずれか大きな

方が表示されます。 

 これらの値を、施設諸元の検討で用いることになります。 

 選定結果は「様式－3」として提出してください。 

 

 

 

  

必要対策量の概算 

①調整池深さを入力 
②対策量、許容放流量を入力 

③「必要対策量の概算」をクリック 

④必要対策量が表示される 

様式－3 【中川・綾瀬川（埼玉県版）】調整池容量計算システム 
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 ◆STEP3：比浸透量の算出 

  算出された比浸透量は「様式－7」として提出してください。 

本計算例では「浸透ます」、「浸透トレンチ」の両方を使用した場合について検討します。計算に 

ついては、「浸透計算シート」（比浸透量）にて行います。 

  浸透トレンチについて検討する場合、①浸透トレンチを選択し、②施設諸元を入力することで③ 

比浸透量が算出されます。浸透ますについて検討する場合、①浸透ますを選択し、②施設諸元を入 

力することで、③比浸透量が算出されます。 

 ※比浸透量は各浸透施設で算出されるため、各々の比浸透量をご確認ください。 

 

【浸透トレンチの場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①浸透トレンチの選択 

②施設諸元の入力 

③比浸透量の算出 

様式－7 【中川・綾瀬川（埼玉県版）】調整池容量計算システム 
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【浸透ますの場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①浸透ますの選択 

②施設諸元の入力 

③比浸透量の算出 

【中川・綾瀬川（埼玉県版）】調整池容量計算システム 様式－7 
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 ◆STEP4：浸透能力、空隙貯留量の算出 

入力した浸透施設の施設諸元は、「様式－7」として提出してください。 

浸透トレンチ、浸透ますの浸透能力は、「浸透計算シート」にて、ステップ 1 で算出した①比浸透

量、②飽和透水係数、③設置数量を入力し、④体積、⑤空隙率を入力し、浸透能力、空隙貯留量を

算出します。 

  飽和透水係数は、「越谷市雨水流出抑制施設技術基準 令和 7 年 6 月, 越谷市建設部河川課」「越 

谷市土質分布図」をもとに、砂質土（0.126m/hr）、粘性土（0.0162m/hr）を確認し規定値を入力し 

ます。 

  ※飽和透水係数は、「埼玉県雨水流出抑制施設の設置等に関する条例 許可申請届出手引きに示さ 

れた「増補改訂 雨水浸透施設技術指針（案）調査・計画編」のボアホール法に基づき、開発者によ 

る試験で決定することもできます。 

  ここで、先の計算例の想定より、1 戸当たりの浸透ますは 4 基、浸透トレンチは 35m とします。 

本計算例では、行為後は宅地を 8 棟設置する予定であるため、シートには 1 戸の施設規模を 8 倍 

し、行為地区全体の施設規模、個数を設定します。浸透ますの設置数量については、浸透ます 4 基

×8 棟=32 個、浸透トレンチの設置数量については、浸透トレンチ長 35m×8 棟=280m となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①算出した比浸透量 

を入力 

②規定の飽和透水係数 

を入力 
③設置数量を入力 

④各体積を入力 

⑤空隙率を入力 

浸透能力と空隙貯留量の表示 
様式－7 【中川・綾瀬川（埼玉県版）】調整池容量計算システム 
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  「浸透計算シート」にて、浸透トレンチ、浸透ますの体積を入力する必要があるため、浸透トレ

ンチ、浸透ますにおける空隙貯留が期待できる箇所の体積（砕石、内控 1/2）を事前に計算してお

きます（表-7）。 

  空隙率については、「雨水浸透施設技術指針（案） 調査・計画編」に記載されている値を使用し

ます。以下に、浸透ます、浸透トレンチの体積の算出過程を示します。 

 

表-7 各施設の空隙率、比浸透量、空隙貯留が期待できる体積 

項目 浸透トレンチ 浸透ます 

空隙率（％） 35 30 

比浸透量（K） 5.110 16.042 

体積（V） 
砕石（V1） 0.929m3/m 1.417m3/個 

内控（V2） 0.071m3/m 0.311m3/個 

 

  ・浸透トレンチの各体積 

   砕石（V1）：全体積（V）- 内控（V2）= 1.0×1.0×1.0 – 0.071m3/m = 0.929m3/m 

   内控（V2）：0.15m×0.15m×π×1.0m = 0.071m3/m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・浸透ますの各体積 

   砕石（V1）：全体積（V）- 内控（V2）= 1.2×1.2×1.2 – 0.311m3/m = 1.417m3/個 

   内控（V2）：0.3m×0.3m×π×1.1m = 0.311m3/個 
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 ◆STEP5：浸透施設規模の妥当性確認 

  「浸透計算シート」（コントロールシート（浸透施設のみ））において、①浸透施設ありを選択し、

②浸透施設の計算をクリックすると、③行為後ピーク流入量（浸透考慮後）の判定結果が表示され

ます。 

行為後ピーク流入量が許容放流量より小さくなり、判定が O.K.であれば施設規模は妥当となりま

す。また、判定が N.G.となった場合は、ステップ 4 の「浸透能力、空隙貯留量の算出」（P.34）に

戻り、諸元の再設定を行ってください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①「浸透施設あり」を選択 

③行為後ピーク放流量が許容

放流量より小さくなり、判定

が O.K.となることを確認 

浸透施設の計算 ②「浸透施設の計算」をクリック 

【中川・綾瀬川（埼玉県版）】調整池容量計算システム 
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◆STEP6：流量ハイドログラフの出力 

  ステップ 1～5 の結果は、「浸透計算シート」（調節計算結果）にて以下のように作成されます。 

  表示された流量ハイドログラフは「様式－7」として提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

調整後放流量が許容放流量を

上回らないことを確認 

様式－7 【中川・綾瀬川（埼玉県版）】調整池容量計算システム 
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  5) 技術基準への適合検証（貯留・浸透施設の場合） 
浸透施設と貯留施設を併用する場合は、まずは浸透施設での施設諸元の妥当性を確認し、全ての雨

水流出量を浸透施設で処理できない場合は、貯留施設で処理するようにします。 

以下のステップ 1～8 を参考に、浸透施設のピーク流入量、貯留施設のピーク放流量、貯留量の判 

定を行い、施設諸元の妥当性を確認します。計算シートは、「【中川・綾瀬川流域（埼玉県版）】調整池

容量計算システム（自然調節＋浸透）」（以降、貯留・浸透計算シート）を使用してください。計算例

の想定は以下とします。 

これにともなう事前相談での土地利用の面積集計、必要対策量・許容放流量の選定についてもステ

ップ 1、2 に示します。 

 

 ・現況土地利用（行為前） 

  林地 0.8ha 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-15 現況土地利用（行為前） 

 

 ・計画土地利用（行為後） 

  宅地 0.2ha、庭（人工的な法面）0.6ha 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-16 計画土地利用（行為後） 
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・浸透ます 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・浸透トレンチ 
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 ◆STEP1：行為前後の土地利用面積の集計（浸透施設・貯留施設共通） 

  「貯留・浸透計算シート」（事前相談入力シート）において、①、②行為前後の土地利用区分ごと

の面積を入力し、③入力データの整合チェックが OK になっていることを確認します。 

  集計結果は「様式－2」として提出してください。 

 

 

 

  

①行為前の面積を入力 

②行為後の面積を入力 

③入力データの整合性を確認 

様式－2 【中川・綾瀬川（埼玉県版）】調整池容量計算システム 
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 ◆STEP2：必要対策量・許容放流量の選定（浸透施設・貯留施設共通） 

  必要対策量、許容放流量の比較選定は、「貯留・浸透計算シート」（事前相談チェックシート）で

行います。 

  特定都市河川法に基づく計算を行うために、①調整池深さを入力します。次に、越谷市条例、埼

玉県条例で規定されている②対策量、許容比流量（補足資料①参照）を入力し、③必要対策量の概

算をクリックします。 

  これにより、申請別の対応（法、市条例、県条例）の要否が判別され、④対策量はいずれか大き

な方が表示されます。 

  これらの値を、施設諸元の検討で用いることになります。 

  「計算シート」（事前相談チェックシート）は「様式－3」として提出してください。 

 

 

 

  

必要対策量の概算 

①調整池深さを入力 ②対策量、許容放流量を入力 

③「必要対策量の概算」をクリック 

④必要対策量が表示される 

様式－3 【中川・綾瀬川（埼玉県版）】調整池容量計算システム 
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 ◆STEP3：比浸透量（浸透施設） 

  算出された比浸透量は、「様式－7」として提出してください。 

  本計算例では、「浸透ます」、「浸透トレンチ」の両方を使用した場合について検討します。計算に

ついては、「貯留・浸透計算シート」（比浸透量）にて行います。 

浸透トレンチについて検討する場合、①浸透トレンチを選択し、②施設諸元を入力することで③ 

比浸透量が算出されます。浸透ますについて検討する場合、①浸透ますを選択し、②施設諸元を入 

力することで、③比浸透量が算出されます。 

 

【浸透トレンチの場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①浸透トレンチの選択 

②施設諸元の入力 

③比浸透量の算出 

様式－7 【中川・綾瀬川（埼玉県版）】調整池容量計算システム 
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【浸透ますの場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①浸透ますの選択 

②施設諸元の入力 

③比浸透量の算出 

【中川・綾瀬川（埼玉県版）】調整池容量計算システム 様式－7 
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◆STEP4：浸透能力、空隙貯留量の算出（浸透施設） 

入力した浸透施設の施設諸元は、「様式－7」として提出してください。 

浸透トレンチ、浸透ますの浸透能力は、「貯留・浸透計算シート」にて、ステップ 1 で算出した①

比浸透量、②飽和透水係数、③設置数量を入力し、④体積、⑤空隙率を入力し、浸透能力、空隙貯

留量を算出します。 

飽和透水係数は、「越谷市雨水流出抑制施設技術基準 令和 7 年 6 月, 越谷市建設部河川課」 

より 0.126m/hr（砂質土）とします。 

ここで、1 戸当たりの浸透ますは 2 基、浸透トレンチは 10m とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

浸透能力、空隙貯留量の表示 

①算出した比浸透量 

を入力 

②飽和透水係数を入力 

③設置数量を入力 

④体積を入力 

⑤空隙率を入力 

様式－7 【中川・綾瀬川（埼玉県版）】調整池容量計算システム 
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  「貯留・浸透計算シート」にて、浸透トレンチ、浸透ますの体積を入力する必要があるため、浸

透トレンチ、浸透ますにおける空隙貯留が期待できる箇所の体積（砕石、内控 1/2）を事前に計算

しておきます（表-8）。計算過程については P.35 を参照してください。 

  空隙率については、「雨水浸透施設技術指針（案） 調査・計画編」に記載されている値を使用し

ます。 

表-8 各施設の空隙率、比浸透量、空隙貯留が期待できる体積  

項目 浸透トレンチ 浸透ます 

空隙率（％） 35 30 

比浸透量（K） 5.110 16.042 

体積（V） 
砕石（V1） 0.929m3/m 1.417m3/個 

内控（V2） 0.071m3/m 0.311m3/個 
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 ◆STEP5：浸透施設による効果（浸透施設） 

  「貯留・浸透計算シート」（コントロールシート（貯留＋浸透））における（1）浸透施設の計算で、

①浸透施設ありを選択し、②浸透施設の計算をクリックします。 

  （2）浸透施設を見込んだ貯留容量において、③浸透施設を見込んだ貯留施設容量の算定をクリッ

クすると④必要貯留施設容量が概算されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①「浸透施設あり」を選択 

浸透施設の計算 

②「浸透施設の計算」をクリック ③「浸透施設を見込んだ貯留施設

容量の算定」をクリック 

浸透施設を見込んだ

貯留施設容量の算定 

ここに数値が表示されると、浸透施

設だけでは処理できないことになる 

（１） （２） 

【中川・綾瀬川（埼玉県版）】調整池容量計算システム 
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 ◆STEP6：貯留施設の施設諸元の入力（貯留施設） 

  入力した貯留施設の施設諸元は、「様式－7」として提出してください。 

浸透施設だけでは処理できない場合、「貯留・浸透計算シート」の「流出抑制施設諸元」において、

①調整池の放流口形状、直径、管底位置（池底から）、②調整池の水深と貯留量の関係を入力します。 

なお、放流口の直径については、「事前相談チェックシート」において算出されたオリフィス径で、

法と市条例のうち小さい方の値を入力してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

様式－7 

①放流口形状の諸元を入力 

放流口形状の直径は、「事前相談チェッ

クシート」にて算出された値を用いる 

②水深－容量の関係を入力 

「事前相談チェックシート」にて算

出された対策量を使用する 

【中川・綾瀬川（埼玉県版）】調整池容量計算システム 
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◆STEP7：貯留施設規模の妥当性確認（貯留施設） 

  「貯留・浸透計算シート」（コントロールシート（貯留＋浸透））における「オリフィス（1 段）に

よる自然調整計算」で、①自然調整計算（1 段オリフィス）をクリックすると、②貯留量とピーク

放流量の判定が表示されます。 

  それぞれの判定結果が O.K.であれば、施設規模は妥当となります。また、判定結果が N.G.となっ

た場合は、ステップ 6 の「貯留施設の施設諸元の入力（貯留施設）」（P.47）に戻り、諸元の再設定

を行ってください。 

 

 

 

 

 

 

 

  

自然調整計算 

（1 段オリフィス） 

①「自然調整計算 

（1 段オリフィス）」をクリック 

②貯留量、ピーク放流量がどちら

も O.K.であることを確認 

【中川・綾瀬川（埼玉県版）】調整池容量計算システム 
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◆STEP8：流量ハイドログラフの出力（貯留施設） 

  ステップ 1～7 の計算結果は、「貯留・浸透計算シート」（調節計算結果）において流量ハイドログ

ラフとして以下のように作成されます。 

  表示された流量ハイドログラフは「様式－7」として提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

様式－7 

「調節後放流量」が「許容放流量」

を超えないことを確認 

【中川・綾瀬川（埼玉県版）】調整池容量計算システム 
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  6) 維持管理計画書 
 維持管理計画書の例を以下に示します。「越谷市まちの整備に関する条例」では、施設の機能を阻害

することがないよう、維持管理を行う必要があるため、計画書を提出してください。 

 維持管理のための点検には、定期点検と非常時点検があり、定期点検は梅雨時期や台風シーズンを

考慮して年１回以上行ってください。その他、大雨洪水警報の発令時は出水時の巡視等の安全点検を

行い、利用者等からの通報があった場合には、別途点検（非常時点検）を行ってください。 

 また、点検結果に基づき清掃作業、補修等を行う。施設が破損している場合には、速やかに補修を

行い、貯留、浸透機能の回復に努めてください。 

 なお、「特定都市河川浸水被害対策法に基づく雨水浸透阻害行為の許可申請ガイド（申請者向け）を

参照してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式－8 
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 (5) 工事着手から完了 

  1) 工事着手から完了までの手続き 
  工事着手から完了までの流れは以下の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-17 工事着手から完了までのフロー 

 

事前相談

開発面積行為等が
1,000㎡(0.1ha)以上

事前相談不要

雨水浸透阻害行為面積が
1,000㎡(0.1ha)以上

NoYes

雨水浸透阻害行為許可申請

許可

工事の着手

工事の完了（廃止）

工事完了検査

雨水浸透貯留施設の標識設置
（越谷市）

施設規模（基準）の設定
(必要対策量、許容放流量)

①事前相談

都市計画法の開発許可等の

他法令による申請を確認

許可申請不要

法と条例の技術基準で定め

られる必要対策量、許容放

流量を比較選定

NoYes

No

Yes

②許可申請

③工事着手～

完了

＜事業規模＞

0.05～0.1ha 越谷市条例

基準を満たすように

再検討

都市計画法の開発許可等の

他法令による申請を確認

＜事業規模＞

0.1～1.0ha 越谷市条例

1.0ha～ 埼玉県条例

※上記申請が対象の場合、

法と条例両法申請が必要

雨水浸透貯留施設機能阻害行為
許可申請
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  2) 工事着手から完了までに必要となる書類 
  許可を受けた者は、当該許可に係わる雨水浸透阻害行為に関する工事着手時から完了までに以下

の書類を提出してください。必要となる書類の一覧を表-9 に示します。 

 

表-9 工事着手から完了までに必要な資料一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■工事着手時 

 

  「雨水浸透阻害行為に関する工事着手届出書」（様式－9）を越谷市へ提出してください。 

 

 ■申請内容変更時 

申請内容に変更があった場合は、「雨水浸透阻害行為変更許可申請書」（様式－10）を提出し、再

度許可を取ってください。ただし、工事着手予定日及び工事完了予定日の変更は、「雨水浸透阻害行

為変更届出書」（様式－11）を提出することで、許可は不要です。 

 

■工事完了（廃止）時 

申請した工事を完了した場合は、国土交通省が定めるところにより、「雨水浸透阻害行為に関する

工事完了届出書」（様式－12）を提出してください。工事の完了は、対策工事の完了時ではなく対策

工事を含めた雨水浸透阻害行為に関する工事完了時となります。 

また、工事を廃止する場合は、「雨水浸透阻害行為に関する工事廃止届出書」（様式－13）を提出

してください。 

 

・工事完了検査の実施 

雨水浸透阻害行為の対策工事が完了した場合は、遅滞なく、当該工事が法第 32 条の政令で定め

る技術的基準に適合しているかどうかについて検査を受け、検査済証の交付を受ける必要があり

ます。  

【様式関係】

様式NO. 備考 必須書類 必要書類※

様式－9 工事着手前に提出 〇

様式－10 許可前に内容を変更する場合 〇

様式－11
許可前に内容を変更（軽微：工事着手、

完了、予定日の変更）する場合
〇

様式－12 工事完了後に提出 〇

様式－13 工事中止・廃止する場合 〇

様式－14 検査後に許可権者（越谷市）が交付 〇

様式－15

許可後に設置された施設の機能を阻害す

る（移動、容量・流出入を変更する場

合）おそれのある場合

〇

※：必要に応じて提出する必要のある書類

雨水浸透阻害行為に関する工事の検査済証

雨水貯留浸透施設機能阻害行為許可申請（協議）書

名称

雨水浸透阻害行為に関する工事着手届出書

雨水浸透阻害行為変更許可申請（協議）書

雨水浸透阻害行為変更届出書

雨水浸透阻害行為に関する工事完了届出書

雨水浸透阻害行為に関する工事廃止届出書
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  3) 雨水浸透阻害行為に関する工事着手届出書 
  法第 30 条の許可を受けた者は、当該許可に係る雨水浸透阻害行為に関する工事に着手した時は、

速やかに工事着手届出書を提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

様式－9 



 

- 54 - 

 

 

  4) 雨水浸透阻害行為変更許可申請（協議）書 
  法第 30 条の許可を受けた者は、法第 31 条第 1 項各号に掲げる事項の変更をしようとする場合に

おいて、市長の許可を受けてください。 

  ※添付書類は、変更が発生する書類の「変更後」と「変更前」とし、変更箇所が分かるように明

記してください。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式－10 
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- 56 - 

 

 

  5) 雨水浸透阻害行為変更届出書 
  変更内容が軽微な変更のみ（着手予定日及び完了予定日の変更）の場合は、変更許可申請は不要

となりますが、軽微な変更とみなし、市長へ届け出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

様式－11 
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  6) 雨水浸透阻害行為の関する工事廃止届出書 
  法第 30 条の許可を受けた者は、当該許可に係わる雨水浸透阻害行為に関する工事を廃止した時

は省令で定めるところにより、その旨を市長に届け出なければなりません。また、工事廃止届出書

には、「雨水浸透阻害行為に関する工事の廃止の理由及び廃止に伴う記載をした書類」を添付してく

ださい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

様式－12 
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  7) 雨水浸透阻害行為に関する工事完了届出書 
  法第 30 条の許可を受けた者は、当該許可に係わる雨水浸透阻害行為に関する工事を完了したと

きは省令に定めるところにより、その旨を市長に届け出る必要があります。なお、工事完了届出書

には、以下に掲げる図書を添付してください。 

  ①雨水貯留浸透施設の形状を明示した対策工事の確定図（縮尺 1/2,500 以上） 

  ②雨水貯留浸透施設の構造の詳細図（縮尺 1/500 以上） 

  ③その他知事が必要と認める書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

様式－13 
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  8) 標識 
  雨水貯留浸透施設の工事完了に伴う検査の結果、技術的基準に適合すると認めたときは、特定都

市河川浸水被害対策法施行条例で定めるところにより、許可権者（市長）が標識を設置します。 

  なお、申請者が希望した場合には、市長に代わり申請者自身が標識の設置を行うことは可能です。 

  県雨水条例や他法令において併せて同一施設に標識を設置する必要がある場合、双方の基準の範

囲内で標識の共有化を図るなど、両者で協議し、次頁の標識例のとおり、標識の設置を行うことも

可能です。 

  設置方法については、越谷市（河川課）に確認してください。 

 

【標識の記載例】 

（１）特定都市河川法のみで標識を設置する場合 

 

 例１：プレート形式 

    ・四隅の穴で外構フェンスなどに設置 

    ・コンクリートボンドで擁壁や路面等 

     に直接設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 例２：支柱形式 

    ・独立標識として設置 
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  9) 検査 
  雨水浸透阻害行為の対策工事（貯留施設及び浸透施設の設置に係る工事）が完了した場合は、遅

滞なく、当該工事が法第 32 条の政令で定める技術的基準に適合しているかどうかについて検査を

受け、検査済証の交付を受けてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※地下埋設物の検査を行う場合は、机上検査が中心となります。施工写真は全景・近景を測っている

様子がわかるように撮影し、工事名、工種、測点（位置）、設計寸法、実測寸法、概略図等を記載し

てください。 

 

 

 

 

  

雨水貯留施設の種類 検査方法

オープン型

・面積は巻尺等で縦、横方向の長さを測定する。

・貯留施設の高さはレベル等で測定する。

・オリフィスの位置はレベル等で高さを測定する。

・吐口が放流先水路に接続されていることを確認する。

オープン型と同様。

・照明の点灯

・換気扇の作動状況

・安全施設の設置、配置状況

標識の設置

・照明設備

・換気設備

・安全施設

雨水貯留施設における検査内容

検査内容

・貯留施設の面積

・貯留施設の高さ

・オリフィスの位置と寸法

・流末水路の接続

・貯留施設の面積

・貯留施設の高さ

・オリフィスの位置と寸法

・流末水路の接続

検査項目 検査方法

排水計画

・流入管、放流管の位置はレベル等で高さを測定する。又、

　寸法は巻尺で測定する。

・実際に水を流し、側溝等の流入管に適切に集水されるかを

　確認する。

標識の設置

・計画図に示した位置に設置されていることを確認する。

・指定の内容が記載されているか、内容が計画図と合致して

　いるかを確認する。

雨水貯留施設、雨水浸透施設共通の検査内容

検査内容

・流入管、放流管の位置、寸法

・土地の勾配

・標識の位置

・標識の記載内容

雨水浸透施設の種類 検査方法

・施設の形状は巻尺で測定して確認する。

・砕石の粒径は目視により確認する。

・注水し、浸透状況を確認する。

・施設の形状は巻尺で測定して確認する。

・砕石の粒径は目視により確認する。

・上流から注水し、下流側への流出状況を確認する。

・施設の形状は巻尺で測定して確認する。

・砕石の粒径は目視により確認する。

・上流から注水し、下流側への流出状況を確認する。

・施設の形状は巻尺で測定して確認する。

・砕石の粒径は目視により確認する。

・流入マスから注水し、下流側への流出状況を確認する。

・施設の形状

・砕石粒径

・浸透状況

・施設の形状

・砕石粒径

・浸透状況

浸透マス

浸透トレンチ

浸透側溝

貯留・浸透型

・浸透状況

雨水浸透施設における検査内容

検査内容

・施設の形状

・砕石粒径

・浸透状況

・施設の形状

・砕石粒径



 

- 61 - 

 

 

  10) 雨水貯留浸透施設機能阻害行為許可申請（協議）書 
  法第 32 条の政令で定める技術基準に適合すると認められた雨水貯留浸透施設について、以下に

掲げる行為を行う者は、あらかじめ、許可権者の許可が必要です。 

  （1）雨水貯留浸透施設の全部又は一部の埋立て 

  （2）雨水貯留浸透施設（建築物等に設置されているものを除く。）の敷地である土地の区域にお

ける建築物等の新築、改築又は増築 

  （3）雨水貯留浸透施設が設置されている建築物等の改築又は除却（雨水貯留浸透施設に係る部分

に関するものに限る。） 

  （4）前三号に掲げるもののほか、雨水貯留浸透施設が有する雨水を一時的に貯留し、又は地下に

浸透させる機能を阻害するおそれのある行為で政令で定めるもの 

    ①雨水貯留浸透施設の敷地である土地（雨水貯留浸透施設が建築物等に設置されている場合

にあっては、当該建築物等のうち当該施設に係る部分）において物件を移動の容易でない

程度に堆積し、又は設置する行為 

    ②雨水貯留浸透施設を損傷する行為 

    ③雨水貯留浸透施設の雨水の流入口又は流出口の形状を変更する行為 

   ※添付書類は、雨水貯留浸透施設の位置図、雨水貯留浸透施設の現況図、雨水貯留浸透施設の

機能を阻害するおそれのある行為の計画図、保全工事の計画図等が必要となります。 
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様式－15 
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 (6) 手続きの問い合わせ・参考資料 

  1) 許可申請手続きの計算シート 
 特定都市河川法の許可申請手続きにおいては、各種様式の作成や雨水浸透阻害行為の面積の集計、

雨水貯留・浸透施設の設計条件の設定（必要対策量、許容放流量の設定）、雨水貯留・浸透施設の諸元

設定などを行う必要があります。 

これらの計算および様式の作成に当たっては、「【中川・綾瀬川（埼玉県版）】調整池容量計算システ

ム」（越谷市ホームページよりダウンロード）（以降、「計算シート））により行うことができます。 

なお、「計算シート」は、対策施設別に「浸透施設版」、「貯留・浸透施設版」の 2 種類がありますの

で、計画されている対策施設に対応した「計算シート」を使用してください。 

 

 

・越谷市 建設部 河川課 

https://www.city.koshigaya.saitama.jp/anzen_anshin/bosai/kasenchisui/index.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

【中川・綾瀬川（埼玉県版）】

調整池容量計算システム 

（貯留施設版） 

 

 

 

令和 7 年 4 月 

中川・綾瀬川流域水害対策協議

https://www.city.koshigaya.saitama.jp/anzen_anshin/bosai/kasenchisui/index.html
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  2) 特定都市河川および特定都市河川流域 
 本市に係る特定都市河川及び特定都市河川流域の指定状況については、下記のホームページアドレ

スをご確認ください。 

 

・国土交通省 関東地方整備局 江戸川河川事務所ホームページ 

   https://www.ktr.mlit.go.jp/ktr_content/content/000876606.pdf  

 

 上記のホームページは特定都市河川区域の詳細図を PDF 形式で公表していますので、当該データか

ら開発等の区域が特定都市河川区域であるかどうかを確認してください。 

 なお、流域界付近での開発行為である等、特定都市河川流域内であるかどうか判断に迷う場合は、

以下の申請相談窓口へお問い合わせください。 

表-10 申請相談窓口 

項目 窓口 連絡先 

許可申請 越谷市建設部河川課 TEL：048-963-9203 

中川・綾瀬川等における特定都市

河川浸水被害対策法の適用 

国土交通省関東地方整備局 

江戸川河川事務所計画課総合治水係 
TEL：04-7125-7318（直通） 

特定都市河川浸水被害対策法 
国土交通省関東地方整備局 

流域治水推進サポートセンター 
TEL：048-601-3151（代表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-18 特定都市河川及び特定都市河川流域の全体図（中川・綾瀬川流域） 

越谷市 

https://www.ktr.mlit.go.jp/ktr_content/content/000876606.pdf

